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校内授業研究における教師による授業評価の課題

.細 川 和 仁

【要約】

本稿では,文 部省の研究指定を受けた全国の小中学校に対 して行った,校 内授業研究に関する質問紙調査の結果

を分析し,特 に教師による授業評価の持つ課題を提示することを目的としている.調 査項目は大きく2つ に分けら

れ,一 つは校内での研究体制について,も う一つは授業 ・単元の設計 ・評価の実施状況に関する質問項目である。

分析の結果,以 下の3点 が明らかになった。

1)研 究グループは,小 学校では 「学年」,中 学校では 「教科」ごとに設定され,そ こで具体的な研究活動が行

われている。

2)学 校外の機関と連携 して,教 師集団全体として指導を積極的に受けている。その一方で,大 学や他の小中学

校 との共同研究は行われておらず,一 方向にとどまっている場合が多い。

3)指 導案の作成をはじめとする授業や単元の設計に関する活動は,教 師集団で積極的に取 り組まれている。 し

かし,授 業の評価に関する活動に対しては消極的である。

1問 題

1.校 内授業研究の重要性

小 ・中学校で平成14年度から実施される新学習指導要領では,教 育課程の実施に関して学校の裁量権が

大きく認められていることが特徴である。「総合的な学習の時間」の新設に見られるように,各 学校が地

域や児童生徒の特性に応じて独自にカリキュラムを創 りだしかつ実施していくことが,部 分的ではあるが

可能になっている。また,こ のたび出された教育課程審議会の中間まとめ(平 成12年10月6日)で は,教

育課程の実施状況の自己点検 ・自己評価に関する言及があり,各 学校で教育課程を絶えず見直し,改 善を

図っていくことが強く求められている。このように学校単位で教育活動を行っていくためには,当 該学校

の教師集団による授業研究活動(校 内授業研究)が 必要となってくるであろう。

校内授業研究とは,特 に,授 業の設計 ・実施 ・評価にわたって,教 師集団の共同で組織的に行う研究で

ある。その点で,教 育委員会などの学校外の機関が実施する研修等や,教 師が個人的に進めている研究と

は一線を画す。従来の校内授業研究は,校 務分掌として設けられた 「研究推進委員会」等の委員会を中心

に,学 校教育目標や年間の教育目標を設定しながら授業や単元を設計し,公 開研究会等の場で実際に授業

を実施するといった形式で行われてきた。しかし,こ れまでの校内授業研究のあり方に対してはいくつか

の批判があることも事実である。例えば,公 開研究会が 「イベント」のようになってしまい,研 究会実施

後に継続性がない,あ るいは年に1回 発行する 「研究紀要」がその後の学習指導に役立てられないなど,

日常的な指導の改善に結びついていないことに対する批判である。このように,日 常的 ・継続的に授業研

究活動を行 うことが難 しい理由として,教 師の 「多忙性」等の要因が考えられる。また,日 本の教師集団

が持っている独特の文化の影響も大きい。例えば岩川(1994)は,教 師の専門的成長にとって他の教師と

の交流が大きな意味を持つにもかかわらず,実際の学校教育現場では授業について語り合うことが難 しく,

まして授業を公開 ・検討 しあうのは困難な状況にあることを指摘 している。そういった教員文化に加えて

近年では,世 代差によるコミュニケーション・ギャップや教師間の会話の不在といった問題も指摘されて

いる(油 布,1999)。

以上のように,教 師自らが授業研究を行うことを難 しくしている要因は教師の持つ独特の文化と関わっ

ており,一 面的にとらえることは危険である。しかし本稿では,校 内授業研究の根幹を支えている授業設

計と授業評価に焦点を当て,そ の具体的な活動の実施状況から詳 しく考察していきたいと考える。
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2.校 内 授 業研 究 にお ける活動 の特徴

校内授業研究は,現 場で教育実践 に相対 している教師自身が研究の主体 となっている点に特徴がある。

子 どもの実態,指 導効果などについては,日 常的に授業実践を行っている教 師で しかわか らないことも多

く,教 師 自ら研究的な視点を持 つことは,よ り深い解釈やデータが得 られる とい うメリッ トを持 っている

(安彦,1995)。 最 近の教 師教育研究の分野では,こ のような 「研究者 としての教師teacherasresearcher」

という考 え方が提唱されてい る(佐 古,1997)。 従 来の教育研究で行 われて きた 「教師が実践 し,大 学研

究者等の第三者が研究する」 というスタイルに対 して,実 践す る教師が自ら振 り返 る,つ ま り教師 自身が

研究の主体 になることが求め られている。 またこの考え方は,教 師の 自律性を重要視 してお り,教 師自身

の自己改善への意欲 と熱意に支 えられていると言 えよう。

具体的な活動と しては,学 校外の機関,た とえば大学の研究室や他の学校 との共同研究 ・視察,研 究者

や指導主事 による講演等が考え られる。一方,学 校内では,学 年や教科等に よって教師集団をグループ化

して 「部会」 を作 り,単 元 ・授業 の設計 ・実施 ・評価 を通 して研究するなどの活動が含 まれるであろ う。

これ らの活動 を通 して,教 師が 自ら授業改善 に取 り組 んでい くのである。

しか しなが ら,教 師自身が 自らの実践 について振 り返 り,対 象化することはひじょうに困難な作業で も

ある。最近ではこれ を支援する一つのしかけ として,藤 岡(1995)が 「カー ド構造化法」 とい う手法を提

案 し,教 師の経験や主観的 な解釈を活かしなが ら,自 らの実践 を表現 し,客 観視す ることを目指 している。

また,教 師が 自らの授業 を解釈するだけにとどまらず,他 者 に理解可'能なように表現することによって,

教 師集団で議論 を重ねた りするプロセスそのものを重要視 している。

すでに学校経営研 究の分野では,教 師の協働の側面から,教 師集団による共 同研究の重要性が指摘され

ている。その中では,学 校 内での研究 を促進す るために,教 師集団の組織風土づ くり,開 かれた校内研修,

研 究 リーダーの形成などが重要な課題 とされてきた。 しか し,教 師の 「自律性」 と 「協働」 とは どのよう

な関係 にあるのか,ま たその共存可能性 を探究するための有効 な方法論 についての研究 はなされていない

(佐古,1996)。

3.本 研 究の 目的

以上の問題か ら,校 内 における授業研究活動が,実 際 にどのように展 開されているのか,ま た どのよう

な課題をは らんでいるのかを把握することが まず必要である。そ こで本研究では,以 下の2つ を明 らか に

することを目的 とする。

① 校内授業研 究のためのグループは,ど のように設定 されているか。

② 具体的な授 業の設計 と評価 に関わる活動が,教 師集団 としてどの程度行われているのか。

これ らを明 らかにすることによって,校 内授 業研究 という一種の 「アクション ・リサーチ」を日常的 に,

継続的に行 ってい くための条件 について考察する。

H.方 法

本研究における調査では,校 内での授業研究活動の
一要因として 「研究指定校制度」に着目し,国 の指定

を受けた学校の校内授業研究の状況を把握することを

目指 した。具体的には,1987～95年 に文部省の 「教育

課程」に関する研究指定を受けた全国の国公立小 ・中

学校を対象にした。教育課程に関する研究指定を受け

ることが,研 究に対する意欲の強弱を示すとは一概に

は言えないが,校 内授業研究をスター トさせる一つの

契機になっていることは間違いないであろう。

表1:偶 査サンプル

小学校 中学校

送付数 294(15) 273(8)

回収数 158(10) 121(3)

回収率 53.7% 44.3%

()内 の数は国立学校。
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調査時期は1995年10月 ～12月 にかけて,各 学校 に直接質問紙 を郵送 し,同 じく郵送によって回収 した。

回答者は各学校で協議 した上で,代 表者が記入するよう依頼 した。送付 数,回 収率等は,表1の 通 りであ

る。

質問内容は大 きく分 けて以下の2種 類である。

①各学校の研 究テーマや研究授業の回数,授 業研究を行 う際のグループ設定 といった,校 内授業研究の

大枠 について

②校 内授業研究 に関わる具体 的な活動について,教 師集団の中でどの程度実施 しているか

す なわち,1.校 内授業研究の体制について,次 いで2。 授業 ・単元の設計段階 と,3.授 業 ・単元の

評価段階の活動 についてである(質 問項 目はく資料 〉参照)。2と3に ついては,「 教師集団全体で行って

いる」「学年または教科 レベルで行 っている」 「個人的に行っている」「行 っていない」 という4段 階で回

答をお願い した。

また,質 問項 目の最後 に,「 貴校での授業研究活動 の中で,改 善の必要性がある点,ま たは何 らかの問

題が生 じている点が ござい ましたら,な るべ く具体的にお教 えください」 とい う自由記述で回答する欄 を

設けた。観点を特 に設けなかったため,各 学校 から多様な記述がなされてお り,調 査結果の考察の際の参

考 とした。

In.結 果

1.校 内 授業研 究の体制

(1)研 究 グループ

各学校で設定 している研究グループについて,「 教師全体 による全体会」「学年部会(複 数学年 も含む)」

「教科部会(複 数教科 も含む)」 「オリジナルのグループ」の有無 をたずねた。結果は図1の とお りである。

「オリジナルのグループ」 とは,上 記3つ 以外の学校独 自のグループ設定である。

図か らもわかるように,全 体会は小学校で

96.2%,中 学 校では89。3%の 学 校で設定 され

てお り,校 内授業研 究の中心的 な役割を担っ

ていると言 える。一方,学 年部会 と教科部会

については小 ・中で まった く逆の結果が出て

いる。小学校は8割 近 くの学校が学年部会 を

設定 しているのに対 し,中 学校では半数程度

にとどまっている。一方教科部会は,中 学校

では75.4%の 学 校で設定されているのに対 し

て,小 学校では全体の3分 の1に とどまって

いる。

また少ないながらも,そ の学校独 自の研究

グループを持ってい る学校が見 られた(小 学

校146%,中 学校18.9%)。 中 で多 く見 られた

のは,学 年や教科 にとらわれない 「専門部会」

と呼ばれるグループである。その学校独 自に

図1:研 究グループの設定

重点的に研究 しようとする領域(た とえば,国 際理解,健 康教育,コ ンピュータなど)に 応 じて,研 究 グ

ループを持 っている学校が多かった。 また,教 材 ・教具の開発や学習指導法,授 業の流れ,評 癌,学 習環

境な どについてのグループも若干見 られた。
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(2)学 校 外との連携

校内授業研 究の中で,学 校外の機関 とはどの ように関わっているのか。

まず大学 などの専 門家や指導主事 による指導 の機会は,教 師集 団全体で機会 を設けている学校が多い

(表2,表3)。 一 方,「 大学 との共同研究」や 「他校 との研究交流」は7割 程度の学校では行 われていな

い(表4,表5)。 そ して,「 先進校 の見学や研究会等への参加」 は,小 学校で は74.1%,中 学 校で は

6豆.2%が 教 師集団全体で行 ってい るものの,小 学校 の15.2%,中 学校の21.5%が,個 人的な判断で実施 し

ていることも明らかになった。

表2:専 門家による指導(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

N.A.
合計(N)

小学校 614 5.1 0.6 26.6 6.3 100.oq58)

中学校 463 3.3 3.3 45.5 1.7 100.OO2D

表3:指 導主事による指導(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

NA.
合計(N)

小学校 82.9 2.5 0.0 13.3 1.3 100.oq58)

中学校 75。2 5.8 3.3 15.7 0ゆ 100.oq21)

衰4:大 学との共同研究(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

N。A.
合計(N)

小学校 15.2 1.9 7.6 67.1 8.2 100.oq581

中学校 11。6 5.0 8.3 73.6 1.7 100.oq21)

表5:他 校との研究交流(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

NA.
合 計(N)

小学校 7.6 1.9 6.3 73.4 10.8 100.oq58}

中学校 6.6 3.3 9.1 73.6 7〆窪 100.oq2])

表6:先 進校の見学や研究会への参加(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K,,

NA.
合計(N)

小学校 74.1 1.9 15.2 6.3 2.5 100.oq58

中学校 61.2 5.8 21。5 9.1 2.5 100.oq2分
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2.授 業 ・単元 の設計段 階

次 に,授 業 や単元 の設計段 階に関わる

様々な活動について,教 師集団で協力 し

て行 っているか どうかをたずねた。

授業 ・単元 の設計 の もとになる 「指導

案の協同作成」についてたずねたところ,

小学校では実に7割 以上 の学校が,教 師

集団全体で指導案 を協 同作成する体制が

で きているの に対 し,中 学校では34.7%

に と どま り,む しろ学年 ・教科で協同作

成する中学校が43.8%を しめた(表7)。

しか しなが ら,「 指導案 の形式」 につい

ては,9割 以上の小学校,8割 近 くの中

学校 が共通の形式 を持 っている(表8)。

そ してその指導案 も,ほ とんどの学校 が

「指導案 に評価 の方法や観点 を明記」 し

ていることがわかった(表9)。

また,授 業に用いる 「教材や教具の開

発」 については,小 ・中学校 ともに,学

年 または教科 レベルで行 っている学校が

多いが(小 学校41.8%,中 学 校46.3%),

その他 の割合 を見 ると小学校では教師集

団全体で(32.3%),中 学校では個人的 な

レベルで(2L5%)行 っ てい る場合が多

いo

3.授 業 ・'単元 の評 価段 階

(1)子 どもの実態把握 の方法

子 どもの実態把握 の方法 として,ま ず

「子 ど もの学習状況 に関す る教師 どうし

の情報交換」 は,小 ・中学校 とも同 じよ

うな割合 となった(表11)。5割 強が教

師集団全 体で行ってお り,4割 近 くの学

校が学年 または教科 レベルで実施 してい

る。つ まり,9割 ほ どの学校 では,教 師

間での情報交換がな されているとい うこ

とになる。 しか し,表12に あ る ように,

学年 をまたがった 「子 どもの変容の追跡」

に関 しては,小 ・中学校 ともに3分 の1

ほ どの学校 では行 われていない。 また,

子 どもの実態 を把握するための道具 とし

て,座 席表や カルテあるいはアンケー ト

を取 り上げ,ど の程度工夫 を行っている

かをたずねた。「座席表やカルテ」な ど

の場 合,小 学校 では全体 で44.3%,学

衰7:指 導案の協同作成(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

NA.
合計(N)

小学校 72.8 22.8 1.9 2.5 0の 100.0¢581

中学校 34.7 43.8 6.6 13.2 1.7 100.oq21)

表8:指 導案の形式(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K。,

NA.
合計(N)

小学校 90.5 <L4 1.9 1.9 1.3 100.0α58)

中学校 77。7 .5.0 4.1 12.4 0.8 100.OO2D

衰9=指 導案上に訴価方法 ・偏点を明£(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

NA.
合計(N)

小学校 87.3 3.8 2.5 4.4 1.9 100.0(158)

中学校 76。0 8.3 74 7.4 0.8 100.0(12D

表10:教 材 ・教具の蘭発(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

N.A.
合計(N)

小学校 32.3 41.8 10.8 12.7 2.5 100.0α58

中学校 8.3 46.3 21.5 23.1 0.8 100.0"21)

衰11:教 師閥での情鞭交換(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

N.A.
合計(N)

小学校 544 38.0 5.1 1.9 0.6 100.0(159

中学校 54.5 35.5 9.1 0.8 0.0 100.0(121)

衰12:子 どもの変容の迫跡(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

NA.
合計(N)

小学校 343 19.0 8.9 32.9 4.4 100.OO59

中学校 28.9 23.1 13.2
.

34.7 0.0 100.oq2D
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年 ・教科で23.4%,中 学校ではそれぞれ24.0%,蓋7.4%と な ってい る。 しか し 「個人で行 っている」 とい

う割合 も高い(小 学校29.1%,中 学校46.3%)。 この傾向は 「アンケー トなどの工夫」 に も同様 に見 られ

(表14),子 ど もの実態を把握する具体的な道具の利用は,個 人的な工夫 にゆだねちれている場合が少 なく

ないことが明らかになった。

表13:座 席 衰,カ ル テな どチェ ックの工夫(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

N.A.
合計(N)

小学校 44.3 23.4 29.1 3.2 0.0 100.oq58

中学校 24.0 17.4 46.3 11.6 0.8 100.0α2D

衰14:ア ンケー トな どの工夫(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

N.A.
合計(N)

小学校 40.5 28.5 26.6 3.2 1。3 100.0α58)

中学校 29.8 27.3 34.7 7.4 0.8 100.0α21)

(2)教 師 どうしの相互評価

一方授業評価 は
,ど の程度教 師が共

同で行 っているのだろうか。 まず表15

を見ていただ きたい。 授業 をどの よう

な観点 か ら評価 するのかについて,小

学校では65.2%の 学 校が全体 で共通 の観

点を持っているとし,中 学校 では53.7%

と半 数以上の学校 が教 師集団で共通の

観点 を持 ってい ることがわかった。授

業評価 の観 点 と大 きな関連 を持 つ 「授

業記録の方法」(表16)に つ いては,小

学校 では約3分 の2の 学校 が全体 で共

通の授 業記録の方法 を持 ってい る。中

学校は これ と異 な り,全 体で共通の方

法 を持 っている学校 は28.1%に と どま

り,学 年 ・教 科で共有 している という

学校の割合 をあわせて も43.8%に とどま

ることがわかった。

また,「 複数 教 師 に よる授 業評 価」

(表17)は,教 師集団全体で取 り組んで

いる学校 は小学校 では37.3%,中 学 校で

は23.1%に と どまった。学年 ・教科 レベ

ルについては,そ れぞれ32.3%,37.2%

表15:捜 秦 欝価 の視点(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

N.A.
合計(N)

小学校 65.2 19。6 1.3 12.0 1.9 100.0(158

中学校 53.7 15.7 4.1 25.6 0.8 100.OO2D

表16:授 業紀鎌の方法(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

NA.
合計(N)

小学校 66.5 15。2
.

4.4 13.3 0.6 100.0(158

中学校 28.1 15.7 14.1 41.3 0.8 100.OO2D

表17=複 数教師による撰桑騨価(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人 未実施

D.K.,

N.A.
合 計(N)

小学校 37,3 32.3 5.7 22.2 2.5 100.oq58

中学校 23.1 37.2 5.8 33.9 0.0 100.oq2D
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とな っている。 まだ行 われてい ない と

い う学校 も小 学校で22.2%,中 学 校で

33.9%と 決 して少 なくない。 さらに表18

で,「 教師 どうしの 日常 的な授業参観」

の実施 について見 てみ ると,未 実施の

割合は さらに増え(小 学校31.6%,中 学

校37.2%),個 人 的な実施 に委 ね られて

いる学校 を合 わせる と,小 学校53.8%,

中学校63.6%と 半 数をこえ,多 くの学校

では,日 常 的に授業 を参観 しあ う体制

ができていないことが示唆 された。

表18=教 師どうしの日常的な捜業参観(単 位:%)

全体
学年 ・

教科
個人

.

未実施
D.K.,

N.A.
合計(N)

小学校 16,5 27.2 22.2 31.6 2.5 100.0α58

中学校 14.0 22。3 26.4 37.2 0.0 100.0α2D

IV考 察

調査結果をふまえて,校 内授業研究を日常的,継 続的に行っていくための課題について考察する。

1.研 究 グル ープの設定 と活 動の関連

図1で 見た ように,実 に小学校の96.2%,中 学校 の89.3%と 大多数の学校 で 「全体会」 と呼ばれる教師

集団全体の研究 グループが設定 されている。 しかしなが ら,具 体的な授業研 究活動を見てみると,学 校全

体でというよりむ しろ,学 年 ・教科 レベルで行 っているとい う活動 も少な くない。これをどのように考 え

ればよいか。

高階(1997)は 学校 内でのコミュニケーシ ョン機能について調査 し,教 師たちが共通理解を得やすいコ

ミュニケーションの場について明らかにした。それによると,「 職員会議」(本 調査 における 「全体会」 と

同義 だと考 えられる)「 学年会」「分掌部会」「教科部会」「各種委員会」「休憩時」 「学校外で」 という様々

なコミュニケーシ ョン場面のうち,「 学年会」が最 も共通理解を得やすい場面 だとしている。次に 「分掌

部会」 と 「休憩時」が共通理解を持ちやすい場面 だととらえられている。逆に共通理解を得に くい場面と

して,学 校種を問わず圧倒 的に 「職員会議」が挙 げられていた。 また別の調査か ら 「職員会議」の様子に

ついて,「 和やかな雰囲気の中で進行す る」 としながらも 「発言が特定の教 師にかたよる」 とい う特徴が

あることも報告 している。

このことか らただちに,全 体会よりも学年会や教科部会が有効であると断 じることはで きない。なぜな

ら,研 究グループの構成人数が増 えれば共通理解が得 られに くくなるのは当然のことであ り,む しろ考え

なければならないのは,全 体会のような大 きなグループ設定 と,学 年会 ・教科会 などの小 さなグループ設

定 を,研 究の内容によっていか に関係づけるかであろう。また,ど のよ.うな活動 において,教 師集団全体

での取 り組みが困難なのか を明 らかにしなければならない。本調査では,各 々の研究グループがどのよう

な役割 を担 っているのか,そ の内実については明 らかになってお らず,今 後の検討課題である。

2.一 方向的な 「学習」

校内授業研究における学校外の機関との連携は,昨 今特に重要視されてきている。学校における教育活

動を外部に開き,保 護者や地域の人々,近 隣の学校,大 学等の研究機関と連携 していくことで,教 師が校

外のリソースから 「学習」できる場を確保するということを意味している。

調査結果から,大 学等の専門家や指導主事の指導 ・助言は教師集団全体をあげて,積 極的に取 り組んで

いる様子がわかるが,一 方で,大 学や他の学校との共同研究は行われていない学校が多い。このことは,

授業実践のための 「学習」が,外 部の指導者から教師への一方向的なものにとどまっていることを表して

いる。校内授業研究は 「アクション ・リサーチ」であるという立場から考えれば,実 践してみて評価する

→評価をもとに実践する,と いう繰 り返 しの中から,学 校や教師の課題を探究していくことが,校 内授業



ll8 細 川 和 仁

研究の大きな役割だと言える。学校外の機関との連携においても,実 践と評価の循環を重要視していくこ

とが必要ではなかろうか。

3.積 極的な授業設計と消極的な授業評価

具体的な授業研究活動の実施状況では,授 業設計に関する活動は教師集団全体で取り組んでいる場合が

多いのに対 し,授 業評価に関わる活動は全体では行われていない項目が多く見られた。例えば,子 どもの

実態を把握する方法の工夫については教師個人に委ねられていたり,複 数教師による授業評価が実施され

ていないという結果になっている。研究指定を受けるというきっかけを持っている学校であっても,同 僚

の行 う授業を評価することがいかに難しいかがうかがえる。その大きな要因としては,前 述したような教

師集団独特の文化の要因がまず考えられる。授業は評価の対象にすべきものではない,あ るいは授業評価

が教師批判につながるのではないかという不安などが考えられる。

しかし校内授業研究の活動は,実 践の評価なくしては成立しない。特に,常 に実践の場にある教師が自

ら評価することのメリットは,す でに述べたとおりである。その一つの打開策として,表18の 結果にある

ような日常的な授業参観が可能な体制をつくっていくことが必要であろう。ある中学校の自由記述回答の

中には,「相互授業参観と相互授業批判」を実施 しているという記述が見られた。この活動では,常 に教

師の誰かが授業参観に入り,参 観する教師は子どもの立場から授業を評価するというものである。このよ

うに,お 互いの実践を批判的に検討する場 ・時間が日常的に確保されていくことが,授 業研究活動の基本

的なシステムになることが求められよう。また研究グループの設定の面から考えると,複 数教師による授

業評価は,全 体というよりむしろ学年 ・教科のレベルで行われていることが多い。年に1度 の研究発表会

に大きな力をつぎこんでしまうよりも,同 僚の授業あるいは子 どもの実態等について日常的に情報交換 し

あうことが,校 内授業研究の基本的な活動として重要視されるべ きではなかろうか。

V.ま とめ

現在の教育改革では,全 国一律の学習指導要領 を設定 しなが らも,教 師の 自律性 や創造性が重視 される

カリキュラムづ くりにシフトしている。 しか しその ことは,教 師自身が自ら意欲や熱意を持って取 り組む

べ きである,と い う新たな規範性 を帯びる可能性 もある(佐 古,1997)。 単 に個々の教師の学習意欲や向

上意欲に依拠するのではな く,個 々の学校における教 師集団からどの ような知識 を生みだ してい くのか,

その プロダク トとしてどのようなカ リキュラムを作 ってい くのかが今後の研究課題 となるであろう。特 に,

同僚の授業を互いに評価 しあえるようなシステムを作 ってい くことで,教 師の 「実践的力量」 とい う目に

見 えに くい知識 ・技術 をいかに伝達 し,共 有 してい くかが問われる。最近 では,校 内授業研究 を教師の

「知識創造の場」 ととらえ,校 内授業研究における教師のコミュニケーシ ョンを扱った研究 もあ り(米 田

ら,1999な ど),そ れ を通 して教師が何 をどのように学 んでいるのかを,実 証 的に解明 してい る。また,

本稿では 「学習」 という言葉 を別段定義せず に用いたが,教 師が何 をどのように して学ぶのか,日 常的な

経験が,そ の後の実践にどのように結 びついているのかについては明らかではない。これについて も今後

の検討課題である。
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〈資料〉質問項目一覧

(※項目については,水 越敏行(研 究代表,1986)を 参考に作成 した。数字は対応する本文中の図表番号)

1校 内授業研究の体制について,

(1)研 究 グループの設定について(図1)

(2)学 校外との連携

・外部から専門家を呼んで一定の知識習得の機会を得ている(表2)

・指導主事の指導 ・助言を計画に基づき積極的に受けている(表3)

・大学などの研究者と共同研究の体制ができている(表4)

・同 じ研究主題の学校 と交流し,研 究を深めている(表5)

・研究主題に関連 した先進校の見学や研究会の参加を積極的に行なっている(表6)

2授 業 ・蛍元の設計段階について

・授業案を協同で作成する体制ができている(表7)

・学校 としての共通の授業案の形式をもっている(表8)

・授 業案の中に評価の視点や方法を明記している(表9)

・学年部会,教 科部会などで教材 ・教具の共同開発をしている(表10)

3授 業 ・単元の評価段階について

(1)子 どもの実態把握の方法

・教師間で子どもの学習状況に関する情報交換を行なっている(表11)

・他の学年の教師の参加協力を得て子どもの変容 を追跡 している(表12)

・授 業中の学習の様子 を漸次チェックできるような工夫(座 席表 ,カ ルテ等)を 行っている(表13)

・子 どもの実態をとらえるために教師手作 りのアンケートを工夫 している(表14)

(2)教 師 どうしの相互評価

・授業評価の視点として学校で共通なものがある(表15)

・授業記録の方法に学校で共通なものがある(表16)

・授業を複数の教師で評価する体制ができている(表17)

・研究授業以外でも日頃の授業を自由に参観しあっている(表18)
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TheIssllesofTeadlers' AssessmentofClassroom

ActivitiesinActionResearchSysteminSdmols

HOSOKAWA,Kazuhito

Themainpurposeofthisstudyistof圭ndouttheissuesaboutactionresearchsysteminschoohhrough

analyzinganswerofquestionna量refbrelementaryschoolandjuniorhigh.Theques雌onnaireiscomposedaboutthe

groupsettingfbractionresearchofschoolsandabouttheactivitiesfbractionresearchonteachers,ownwork.

The㈹sultsareasfbllows.

1)ReseI迂chgmupsinelement町schoolstendtobefbmedbygradeof血attheteachersapelnchl㎎e.Andゆoseof

juniorhighschooltendtobefbmedbysu切ecttheyteach.

2)Manyschoolspositivelyandactivelyreceiveaguidanceofsupervisorsoruniversityreseaτchers.Buttheydon't

tendtobeabletocollaborateotherschoolfbractionresearch.

3)Theactivitiesfbrdesigningclassroomactivitiesandleamingunitareconductedwithconsensusbywholeteacher

ofmanyschools.Butmanyteachersassumenegativeandconservativeattitudetowardtheactivitiesf6rassessing

classroomactivitieseachother.


